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ブロードバンド普及促進に向けた競争政策について
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１．ブロードバンド普及促進に向けた基本的な考え方

ブロードバンドサービスの更なる普及拡大には、行政、医療、教育
等の生活に密着したＩＣＴ利活用促進策が重要
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ネットワークネットワーク

音声

固定 ＮＴＴ
ＫＤＤＩ（旧ＤＤＩ）

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ（旧日本ﾃﾚｺﾑ）

インターネット

固定 移動

ＩＳＰ

Cisco, Juniper 等

Apple, Google, RIM, Nokia 等

Acer, Asus, HP, Dell 等

Samsung 等

Amazon, Yahoo 等

Apple, Google, Nokia 等

Google, Yahoo, Microsoft 等

Facebook, Salesforce.com 等

電話、Ｆａｘ

携帯

パソコン

テレビ

交換機

ルータ サーバ

国内通信キャリア

電話

多様なグローバルプレイヤー

プレイヤープレイヤー 国内の通信キャリア国内の通信キャリア
国内の通信キャリアだけでなく、

海外のグローバル
プレイヤーを含め多くのプレイヤーが割拠

国内の通信キャリアだけでなく、
海外のグローバル

プレイヤーを含め多くのプレイヤーが割拠

1990年代 2000年代

市場市場 ネットワークサービス（電話）ネットワークサービス（電話） コンテンツ・アプリケーション、端末が拡大
（ＩＰ化、ブロードバンド化）

コンテンツ・アプリケーション、端末が拡大
（ＩＰ化、ブロードバンド化）

電子商取引

コンテンツ配信

ポータル・検索

ブログ・SNS、SaaS等

コンテンツ・アプリ

コンテンツ・
アプリケーション

コンテンツ・
アプリケーション

端末端末

・情報通信分野は、ＩＰ化・ブロードバンド化・グローバル化といったパラダイムシフト（構造転換）が進展。

① 情報通信市場のパラダイムシフト
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② 多様なブロードバンドアクセスが展開

（注）速度に関する数値は商用サービスの速度であり､ベストエフォートでの最大値。
DSL：NTT東 ﾌﾚｯﾂADSL等、FTTH：NTT東 フレッツ 光ネクスト ビジネスタイプ等、CATV：J:COM等
携帯電話：NTTﾄﾞｺﾓ FOMAﾊｲｽﾋﾟｰﾄﾞ等、公衆無線LAN：NTT東 ﾌﾚｯﾂｽﾎﾟｯﾄ等、LTE：NTTﾄﾞｺﾓ 「Xi」（ｸﾛｯｼｨ）
WiMAX：UQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ「UQ WiMAX」（H21.7よりｻｰﾋﾞｽ提供開始。全国主要都市へｴﾘｱを拡大中）

（出典） 携帯電話・PHS、WiMAXはTCA公表値 H23.5末時点

それ以外は総務省公表値 H22.12末時点

・固定系ブロードバンドアクセスであるＤＳＬ・ＦＴＴＨ・ＣＡＴＶに加え、携帯電話、公衆無線ＬＡＮ等のモバイル系
ブロードバンドアクセスも展開されており、お客様は多様なアクセス手段を選択可能。

ＤＳＬ
（約８６０万）

50Mbps 100M～
1Gbps

インターネット・ブロードバンドネットワーク

ＦＴＴＨ
（約１，９８０万）

携帯電話・ＰＨＳ
（約１億２，４７０万）

ＣＡＴＶ
（約５７０万）

公衆無線ＬＡＮ
（約９２０万）

ＷｉＭＡＸ
（約１００万）

7.2Mbps

40Mbps
（ＷｉＭＡＸ）

モバイル系
ブロードバンドアクセス

固定系
ブロードバンドアクセス

1M～
160Mbps

～54Mbps
～75Mbps

（LTE）

お客様
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・固定系ブロードバンドサービス全体では熾烈な競争が展開され、ＮＴＴ東西のシェアは首都圏で４９．２％、近

畿圏で４０．８％。

③ ブロードバンドサービスは熾烈な競争が展開

（出典）総務省公表値及び当社調べ H22.12末時点

【東日本エリア】

【西日本エリア】

他社光
18.6％

（304万）

他社DSL
15.4％

（252万）

CATV
17.9％

（293万）

NTTーDSL
9.2％

（151万）

NTT光
38.9％

（636万）

西日本
ＮＴＴシェア
４８．１%

【首都圏エリア】
※南関東１都３県

首都圏
ＮＴＴシェア
４９．２%

【近畿圏エリア】

他社光
26.0％

（161万）

他社DSL
13.8％
（86万）

CATV
19.3％

（120万）

NTT光
35.3％

（219万）

近畿圏
ＮＴＴシェア
４０．８%

※２府４県

東日本
ＮＴＴシェア
５５．7%他社光

15.0％
（１７8万）

他社DSL
17.2％

（204万）

CATV
18.5％

（220万）

NTT光
44.1％

（523万）

他社光
11.4％

（201万）

他社DSL
17.4％

（307万）

CATV
15.5％

（274万）
NTT光
47.3％

（836万）

NTTーDSL
5.1％

（61万）

NTTーDSL
8.4％

（149万）

NTTーDSL
5.5％

（34万）

1,637万620万

1,185万 1,768万
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（出典）
世帯カバー率：日本はＮＴＴ東西のフレッツ光カバー率、イギリスはＢＴホームページ、他国はOECD(2010),Indicators of broadband coverage
世帯普及率･契約数：各国規制機関、各社ホームページの数値等を基に当社算定
スピード･1Mbit/sあたり料金：各社ホームページ、H22総務省内外価格差調査等による（日本はNTT東のフレッツ光ﾊｲｽﾋﾟｰﾄﾞﾀｲﾌﾟ（200Mbps））

（注）世帯カバー率には津波被害エリア等の滅失分を考慮していない。

【光ブロードバンドサービスの各国比較】 ：1位 ：2位凡例

※世帯カバー･普及率等については各国のマクロ、サービスについては日本:ＮＴＴ東日本、韓国：ＫＴ、アメリカ：Ｖｅｒｉｚｏｎ、フランス：ＦＴ、ドイツ：ＤＴ、イギリス：ＢＴの提供するサービスにて比較

世帯カバー率

世帯普及率

スピード

1Mbpsあたり料金

契約数

日本 韓国 フランス ドイツ イギリス

67%
2008.12

0.4%
2009.4

20%
2011.3

11%
2009.4

40%
2010.12

51%
2010.12

0.04%
2009.9

0.6%
2011.3

0.2%
2009.9

1,977万

2010.12
952万

2010.12
2万

2009.9
14万

2011.3
6万

2009.9

200M
ﾊｲｽﾋﾟｰﾄﾞﾀｲﾌﾟ

100M 50M 40M100M

31円 31円 91円 103円42円

世
帯
カ
バ
ー･

普
及
率
等

サ
ー
ビ
ス

90%（注）

2011.3

アメリカ

13%
2009.3

4%
2010.6

444万

2010.6

50M

187円

・日本は、超高速ブロードバンドは世界最高水準の世帯カバー率と普及率を実現。ユーザ料金も世界で最も低廉、
サービス水準も世界最高水準となっており、ブロードバンド環境はすでに整っている。

④ 世界に先駆けた光ＩＰ化の進展
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⑤ ブロードバンド利活用は他国に比べ遅れている

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ人口普及率：日本は総務省「H22通信利用動向調査（H21年末時点）」、米・英・韓はITU「Measuring the information society the ICT development index（H19時点）」。
所得税の電子申告率：日本は国税庁「e-Taxの利用状況について（H22年度）」、米・英・韓は各社報道より。
電子カルテ導入率 ：日本はJAHIS（保健医療福祉情報システム工業会）調査（H21年）、米・英・韓はIT戦略本部「医療・社会保障分野のIT戦略（米・英はH18、韓はH17時点）」資料より
校内LAN整備率 ：文科省「学校教育における情報教育の実態等に関する調査結果（日本はH22.3末時点、米・英・韓はH17時点）」。

ホーム
・

オフィス

インターネット
人口普及率

（固定）

利用シーン端末機器
ｺﾝﾃﾝﾂ・

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ブログ・SNS、
SaaS等

ブログ・SNS、
SaaS等

コンテンツ配信コンテンツ配信

ポータル・検索ポータル・検索

電子商取引・
オークション
電子商取引・
オークション

教育 校内ＬＡＮ
整備率ｅラーニング・

遠隔授業
ｅラーニング・

遠隔授業

デジタル教材デジタル教材

約９４％ 約８７％ 約１００％

参考指標

※企業のネット利用率は約９９％

≒

行政

医療

所得税の
電子申告率

電子カルテ
導入率遠隔病理診断遠隔病理診断

電子政府・
自治体

電子政府・
自治体

ｵﾝﾗｲﾝﾚｾﾌﾟﾄ・
電子カルテ

ｵﾝﾗｲﾝﾚｾﾌﾟﾄ・
電子カルテ

約６０％

約２６％

約５０％

約９４％

約８０％

約８５％ギャップ

・米・英・韓と比べ、行政、医療、教育等の分野でのブロードバンド利活用の進展が遅れている。

約７８％ 約７３％ 約７２％ 約７６％

約８１％

約１２％

約４３％



8

・当社としては、ＮＴＴグループの中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」に基づき、ブロードバンドサー

ビスの利用可能エリアの拡大と利活用促進に取り組んできたところであり、今後もブロードバンドサービスの普

及拡大に積極的に取り組んでいく。

① コアネットワークのＩＰ化とブロードバンドサービスの普及拡大に向けた取組み

② 教育・医療分野でのＩＣＴ利活用に向けた取組み

③ 使い易い端末の提供

④ 利用者のＩＣＴリテラシーの向上

実

績

今

後

●コアネットワークのＩＰ化に取組み、ＮＴＴ東西の大半のエリアにＮＧＮ等のＩＰ装置を設置済。

（ただし、全てのお客様を収容可能ではない）

●アクセスの光化にも取組み、光ブロードバンドサービスのエリアカバー率は約90％に拡大。

⇒光サービスの更なる需要喚起に向けて、インターネット未利用・低利用ユーザの方々にも使い易いサービス「フレッツ 光ライト」を
６月から提供開始。 ※西日本においても今年度内に類似サービスを提供開始予定

●ブロードバンド環境とインタラクティブホワイトボードやタブレットＰＣなどの情報機器を活用した新たな教育コンテンツ･アプリケー

ションの提供等、教育分野におけるＩＣＴ利活用に向けた積極的な取組みを実施。

●フレッツフォンを活用した遠隔健康相談や保健指導を行えるシステムを提供する等、医療分野におけるＩＣＴ利活用に向けた積極

的な取組みを実施。

●ゲーム機、電子書籍、ネットブック等、多様化する無線端末に対応し、宅内、外出先でシームレスなブロードバンド環境を実現する

ため「光ポータブル」の提供及び「フレッツ・スポット」のエリア拡大。

●また、ブロードバンド利用者の裾野拡大に向け、ＰＣレスかつ簡単操作で、様々なコンテンツ・サービスが利用可能となる「光ｉフレー

ム」 （東日本にて提供）と「Ｎ-ＴＲＡＮＳＦＥＲ」を提供。

●リモートサポート等の安心して利用できるサービスの提供やネット安全教室の開催により利用者のＩＣＴリテラシー向上に取り組む。
今後も裾野の拡大に取り組んでいくとともに、アフターフォローのサポート体制を強化する。

⑥ ブロードバンド普及に向けたＮＴＴ東西の取り組み
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フレッツ 光ライトの提供

※料金は税抜表記、ＩＳＰ料金等は含みません

※フレッツ 光ネクストは、ファミリータイプの料金

►二段階定額の光アクセスサービス

►最大１００Ｍｂｐｓの高速通信

►低廉な月額基本料

►各種付加サービスも利用可能

もっと便利に
もっと豊かに

安心・安全を
手厚くサポート

お客様の生活に
役立つサービス

使いすぎてしまっても安心

5,800円

通信量/月200MB 1GB 1.2GB

2,800円

5,800円

月額

利用料

5,200円

ご利用が少ない月は
2,800円

ご利用した分だけ

30円/10MB

料金体系 サービススペック

・光ブロードバンドサービスの更なる普及拡大に向け、インターネット未利用・低利用のお客様にも使いやすい新

たなサービスを６月から提供開始。 ※西日本においても今年度内に類似サービスを提供開始予定

（参考１）
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Ｗｉ-Ｆｉサービスの拡充によるシームレスなブロードバンド環境の提供 【東日本の例】

５０，０００ヶ所
（Ｈ２４年度末）

大手カフェ

駅・鉄道

飲食
チェーン店等

商店街・コミュニティ

フレッツ・スポットエリアの拡大フレッツ・スポットエリアの拡大

► 集客効果を高めたいコンビニエンスストアや公共施設等

に対し、品質の高いフレッツ光回線を活用したＷｉ-Ｆｉ環

境の構築を推進

► フレッツ・スポットによるＷｉ-Ｆｉ環境に加え、コンテンツ

（クーポン等）の提供が可能

新型「光ポータブル」
（Ｈ２３.２Ｑ提供予定）

+

外出時は、
「光ポータブ
ル」を持出し

► 新型「光ポータブル」は、Ｗｉ-Ｆｉ機能付クレード

ルを標準装備。本体持出し時も、Ｗｉ-Ｆｉ環境を

利用可能

► 高速無線規格「IEEE 802.11n」に対応

宅内環境の充実宅内環境の充実 情報ステーション化

空港

公共施設
・学校

コンテンツ配信

５，０００ヶ所
（Ｈ２２年度末）

► 災害時にはインターネット接続

が可能な「情報ステーション」

としてＷｉ-Ｆｉ環境を開放

災害情報

安否確認

交通情報

避難指示 ラジオ放送

スマートフォン

タブレット

コンビニエンス
ストア

•安否情報等の登録・確認を利用

可能とする新たなサービスの提供

を検討

（参考２）

・光ポータブル本体を持出した時でも、宅内で無線ＬＡＮの利用が可能な新型「光ポータブル」を平成２３年度第

２四半期に提供予定。

・日常の生活動線をカバーするＷｉ-Ｆｉ環境の構築に向け、光回線を設置したコンビニエンスストア等とコラボ

レーションする新たなスキームにより、アクセスポイント５０，０００ヶ所への拡大を目指す（平成２４年度末予定）。

・災害時は、情報ステーションとして活用可能とすることを検討。



11

教育分野でのＩＣＴ利活用に向けた取組み医療分野でのＩＣＴ利活用に向けた取組み

教育コンテンツ

教育アプリケーション

住
民
住
民

医
師
医
師

住民が血圧・体重・歩数データ等を
計測し、月に数回、フレッツフォンを
介して管理サーバへデータ登録。

登録データを基に、遠隔ロケーショ
ンの医師や保健師がテレビ電話で、
住民に対して健康アドバイスや特定
保健指導を実施。

フレッツフォン等を活用した遠隔健康相談や保健指導を行えるシステム

＜導入実績＞

・岩手県遠野市

・宮城県栗原市

・福島県 三春町、南会津町

・徳島県美馬市

教育スクウェア×ＩＣＴフィールドトライアル概要

タブレット端末

PC

校内ＬＡＮ

電子黒板

ＮＧＮ

家庭

データセンタ等

・保護者との密な連絡
・自学自習

先生が安心して間単
に使える「道具立て」
（指導メソッドサポート）

・学校ポータル
・デジタル教材ライブラリー
・先生向け指導アプリ

国内外の学校間で
の交流事業

学校内、学校～家庭
間、学校～学校間の
ＮＷ接続

ＩＣＴ利活用に向けた取り組み（参考３）

・行政、医療、教育分野をはじめとし、ＩＣＴ利活用に向けた積極的な取組みを実施。

＜実施自治体＞
・秋田県八峰町
・鹿児島県与論町
・神奈川県川崎市
・新潟県関川村
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クラウド化の推進

・自治体等の重要機関において、非常時にも行政サービスを継続提供できるよう、信頼性の高いデータセンタと

ネットワークを活用しクラウド化を推進。

・クラウド利用により、「データの保護」と「システムの継続」が担保され、災害時に仮設庁舎に移転する場合に

おいても継続的なサービスが可能。

ＮＴＴ東日本データセンタ拠点

ＤＣ設置数：２２拠点(Ｈ２３.４現在)

地域･電力会社を考慮のうえ

データセンタを分散配置

データセンタ同士を光回線で

つなぎ、冗長性のある災害に

強いインフラ

災害に強いインフラサービス

社会基盤を支えるお客さまデータのバックアップ例

自治体･公共のお客さま 教育機関のお客さま 医療機関のお客さま

・住民記録、戸籍

・ホームページ

・防災・交通情報 等

・学籍情報

・保健情報

・成績情報 等

・電子カルテ

・医用画像 等

北海道電力供給地域 ２拠点

中部電力供給地域 １拠点

東北電力供給地域 ３拠点

東京電力供給地域 １６拠点

クラウド利用により、強固なデータ保全性とシステム

継続性を維持

万一被災した場合も、クラウドを介して重要データ

やシステムにアクセスし、サービスの継続が可能

データセンタ

役場機能の移転

【イメージ（例）】

被災地以外に設置された

データセンタ

データを

データセンタに格納

被災後も重要データ

へのアクセスが可能

移転先庁舎等○○町役場

（参考４）



13

◆設備競争の進展、当社を含めたブロードバンド普及促進の取り組みにより、世界最
高のブロードバンド環境が整備。

・ブロードバンドサービスの更なる普及のためには、むしろ行政、医療、教育等の生活

に密着したＩＣＴ利活用促進策の推進が重要

・通信分野だけではなく、端末からＩＳＰ、コンテンツ・アプリケーションに至るまで全体を

俯瞰したＩＣＴ利活用に関する総合的な検討が必要

⑦ ブロードバンドサービスの更なる普及拡大に向けた競争政策の在り方
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２．ＮＧＮのオープン化

当社のＮＧＮは指定設備から除外すべき

ＧＣ接続のような電話時代の規制を持ち込むべきではない

プラットフォーム機能は事業者間の創意工夫に委ねることが重要
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ＮＧＮ

① 事業者はそれぞれ独自のＩＰネットワークを自ら構築
・光ファイバや局舎、電柱・管路等のオープン化により、各社は独自のＩＰネットワークを構築。

・ＮＧＮは他社ＩＰ網と同様、ルータ等の装置を自前で調達し、オープン化されているコロケーションや中継光ファイ

バといった素材を組み合わせて構築しているに過ぎない。

・アクセス回線のオープン化により、アクセス回線とネットワークは切り離されており、ＮＴＴ東西のＮＧＮにボトル

ネック性はなく、指定設備から除外すべき。

光、ｺﾛｹｰｼｮﾝ等の素材
はオープン化済み

電柱・管路は
オープン化済み

ＯＮＵＯＮＵＯＮＵ

電柱・管路 加入光

中継ルータ

ＯＬＴ

収容ルータ

中継ルータ

ＯＬＴ

収容ルータ

中継ルータ

ＯＬＴ

収容ルータ

コロケーション

中継光

コロケーション

アクセス回線のオープン化により、ネットワークにボトルネック性はない

サービス提供事業者
設備構築事業者

サービス提供事業者

≪ＮＴＴ東西≫
設備構築事業者

サービス提供事業者
自前ＩＰ網自前アクセス・ＩＰ網

緑 色 網 掛 け 部 は
オープン化している
当社設備
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② ＮＧＮは多様なネットワークの一つに過ぎない

・ＰＳＴＮの移行先は当社ＮＧＮだけでなく、携帯電話を含め、各事業者の自由な競争とお客様の選択によって

決まるもの。

・当社のＮＧＮは多様なネットワークの一つに過ぎず、ＰＳＴＮの移行先の統合中継網となるわけではない。

ＮＴＴ東西
電話網

（約６，３００万契約）
《ピーク時》

ＮＴＴ東西
電話網

（約３，５００万契約）

直収電話 （約４３０万契約）

ＣＡＴＶ （約５７０万契約）

ＪＣＯＭ 地域系ＣＡＴＶ

ＫＤＤＩ
ソフトバンクＮＴＴコム

（出典） 携帯電話・PHS、WiMAXはTCA公表値 H23.5末時点

それ以外は総務省公表値 H22.12末時点（NTT東西電話網のピーク時はH10.3末時点）

ＦＴＴＨ （約１，９８０万契約）
ＮＴＴ東西

ＮＧＮ ＫＤＤＩ
電力系事業者

携帯電話・ＰＨＳ （約１．２億契約）

ＮＴＴドコモ
ＫＤＤＩ

ソフトバンク

イーアクセス

ＭＶＮＯ

ウィルコム

ＵＱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

ＷｉＭＡＸ （約１００万契約）

お
客
様
は
自
由
に
選
択

通信市場

全体で競争
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日本 韓国 アメリカ フランス ドイツ イギリス

接
続
規
制
（ア
ン
バ
ン
ド
ル
義
務
）

ア
ク
セ
ス

メ
タ
ル

ドライカッパ あり あり あり あり あり あり

回線共用
（ラインシェアリング）

あり あり あり→なし
（2003年に撤廃）

あり あり あり

光 あり なし あり→なし
（2003年に撤廃）

なし あり→なし
（2005年に撤廃）

なし

ＩＰ網 あり なし なし なし なし なし

＜主要各国のドミナント事業者に対するブロードバンドの規制状況＞

③ 主要国とのブロードバンド規制比較

・主要国において、光インターネットのアクセス部分（光ファイバ）やネットワーク部分（IP網）をアンバンドルし、提

供義務があるのは日本のみ。
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米国電気通信協会殿の意見

意見募集では、「光の道」構想を実現するための手段として、構造分離ないし機能分離を検討することの是非に

関する意見も求められていますが、当協会では、米国で試みられた構造分離が失敗に終わった経緯と著名な研究

者らの見解を踏まえ、構造分離と機能分離が実施に多くの困難・費用・時間を伴うだけでなく、競争を促進して利用

率を向上させる効果に欠けると見ています。このような規制上の負担を課すことは、新たな設備投資へのインセン

ティブを損ない、技術革新の遅滞を招きます。米国では、高速大容量の光ファイバー網を構造分離・機能分離・オー

プン化する規制ではなく、規制を軽微に留めて設備ベースの競争を促す方針が一貫して採られています。

「光の道」構想に関する意見募集(平成22年8月17日)における、米国電気通信協会殿の意見（一部抜粋）

日本においては、さらなる規制負担によって高度通信網への設備ベースの投資を阻害するのではなく、現存する

オープン化規制などの障壁を取り除くことを検討する必要があると考えられます。米国には、高速通信網のオープン

化規制が存在しません。その結果、高速CATV網とFTTHという異なるプラットフォーム間で設備ベースの競争がき

わめて盛んになっており、もう一つの競合勢力である無線も力をつけてきています。無線の競争力は、さらに高速

なLTE方式の実用化によって急速に増大すると予想されます。複数プラットフォーム間の競争には、価格を引き下

げるとともに消費者にブロードバンドサービスの魅力的な選択肢を提供する作用があり、これらは利用率向上を図

る上できわめて重要です。加えて、技術の多様性には、地理的条件などに応じた費用対効果の多様性にもつなが

る可能性があります。このことは、通信網整備が困難な地域をカバーする経済的なサービス提供を実現する上で

重要な要因です。

（参考５）
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④ ＩＰ時代の競争構造は電話時代と大きく変化

・ＰＳＴＮ時代は、当社の固定電話サービスと、その固定電話網をアクセス網として利用する中継事業者の電話
サービスとの料金競争が進展。

・ＩＰ時代においては、当社ＮＧＮに依存することなく、自らが構築したＩＰ網でお客様を獲得するサービス・料金競
争へ大きく変化。

固定電話（ＮＴＴ東西）ユーザ 各事業者ユーザ
（約1,630万契約）

ＮＴＴ東西ユーザ

ＰＳＴＮ時代 ＩＰ時代

大きく
変化 ＮＴＴ東西

ＮＧＮ

中継事業者

ＮＴＴ東西

当社の固定電話網を
アクセスとした

料金競争

インターネット

電子商取引 ｺﾝﾃﾝﾂ配信 ﾌﾞﾛｸﾞ・SNSﾎﾟｰﾀﾙ・検索
Google,Yahoo 等 Amazon,Yahoo 等 Facebook,Salesforce.com 等Apple,Google 等

他社ＩＰ網
・・・

・・・

ＩＳＰ ・・・

独自のＮＷ
によるサービ
ス・料金競争

（出典）契約数（FTTH,DSL,CATVｲﾝﾀｰﾈｯﾄ）は
総務省公表値 H22.12末時点
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⑤ ＮＧＮに電話時代の規制を導入すべきではない
・ＩＰ時代においては、キャリア間では自ら構築したＩＰ網を接続し、それぞれのＩＰ網上で多様なプレーヤーが多彩

なサービスを提供。

・こうした特徴をもつＩＰ網の1つに過ぎないＮＧＮに、ＧＣ接続やラインシェアリングのようなＮＴＴ東西の固定電

話網しかなかった時代の規制を持ち込むべきではない。世界的にもＩＰ網でのＧＣ接続や光回線でのラインシェ

アリングを導入している例はない。

・ＮＧＮでＧＣ接続や同一光回線上でラインシェアリングを実現するためには、事業者振分け装置の開発・設置

やオペレーション装置の開発に多額のコストがかかり、低廉な料金でのサービス提供に支障を来たす。

≪ＧＣ接続を実現する場合の課題≫ ≪ラインシェアリングを実現する場合の課題≫

ＮＴＴ東西
ＮＧＮ

ユーザごとに事
業者へ振分け
る装置を開発・
設置

ＯＳＵ

収容ルータ

ＯＮＵ

ＨＧＷ

Ａ社
ＩＰ網

Ｂ社
ＩＰ網

設 備 管 理 ・
オーダ流通・
保守監視等

事業者が提供す
るサービスごとに
事業者へ振分け
る装置を開発・
設置

ＯＳＵ

ＯＮＵ

ＨＧＷ

ＮＴＴ東西
ＮＧＮ

事業者振分装置

事業者振分装置

ＨＧＷ

振分装置

事業者が提供す
るサービスごとに
ＨＧＷ（端末）へ
振分ける装置を
開発・設置

収容ルータ

設 備 管 理 ・
オーダ流通・
保守監視等

Ａ社
ＩＰ網

Ｂ社
ＩＰ網

ＯｐＳ群 ＯｐＳ群
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⑥ プラットフォーム機能について

・プラットフォーム機能については、具体的な要望をいただければ、事業者間で協議を進める考え。

・新たなビジネスを創出していくためには、将来現れるサービスの芽を摘むことがないよう、あらかじめ規制するの

ではなく、事業者間の創意工夫に委ねることが重要。

・なお、プラットフォーム市場ではGoogle、Apple等の巨大なグローバルプレイヤをはじめとして様々なプレイヤが

自由に市場に参入。

多様な端末／利用シーン

（インタフェース）

コンテンツ・
アプリケーション

ネットワーク
サービス 他社ＩＰ網

オフィス・公共施設 学校 家庭

PC IP電話機 タブレット端末 ゲーム機
情報家電

端末

プラットフォームクラウド

コンテンツ配信

遠隔医療

介護・ヘルスケア

SaaS

ポータル・検索

ブログ・ＳＮＳ

eラーニング・遠隔授業

電子書籍

電子商取引

（インタフェース）

ＮＴＴ東西
ＮＧＮ

他社ＩＰ網
・ ・ ・
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３． モバイル市場の競争促進

第二種指定電気通信設備制度は全ての携帯電話事業者を対象に
すべき

固定電話ユーザが負担している固定電話発携帯電話着料金の低廉
化を促す仕組みを検討
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5,7455,7875,8465,8995,9375,9485,9796,0226,0776,1336,196

6,2236,2636,285

3,825

4,731

5,685

6,698

7,505

8,141

8,706

9,147

9,648

10,170

10,734

11,205

11,630

12,070

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H10.3 H11.3 H12.3 H13.3 H14.3 H15.3 H16.3 H17.3 H18.3 H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H22.12

（単位：万契約）

① 電気通信市場における契約数の推移

（出典）総務省公表値 H22.12末時点

移動電話

移動電話 (携帯電話+PHS)

固定電話 （NTT加入電話+ISDN＋IP電話+直収電話＋CATV電話)

・移動電話は約１億２千万契約を有する巨大な市場に成長。固定市場に比べ約２倍の契約規模。

固定電話

約２倍
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② ひかり電話とソフトバンクモバイル殿の契約者数の比較

（出典）総務省・TCA公表値及び当社調べ H23.5末時点

・第二種指定電気通信設備規制の対象外とされているソフトバンクモバイル殿でも約２，６００万の契約者を抱

えており、第一種指定電気通信設備とされたひかり電話の約２．１倍。

約２．１倍

ソフトバンクモバイル殿
約2,600万

ひかり電話
約1,240万

NTT東日本：約660万
NTT西日本：約580万

第一種指定 非規制
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③ 固定電話と携帯電話の1世帯当たり消費支出の比較

（出典） 総務省統計局 家計調査報告（二人以上の世帯） H23.4 速報より

・１世帯当たりの消費支出において、携帯電話の支出は固定電話の約２．７倍となっている。

約２．７倍

移動電話通信料
7,392円/月

固定電話通信料
2,742円/月
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④ 非指定事業者の接続料算定根拠は不透明

現在、非指定となっている事業者の接続料の透明性を確
保し、適正性を検証できる仕組みが必要

・平成２２年３月に携帯電話事業者の接続料算定の透明性を確保することを主旨とした二種事業者ガイドライ

ンが策定され、ソフトバンクモバイル殿も、自主的な情報開示を積極的に実施するという考え方を表明。

・しかしながら、ソフトバンクモバイル殿から接続料の算定根拠は提示されていない。

・したがって、全ての携帯電話事業者を第二種指定電気通信設備制度の対象とすることで、現在、非指定と

なっている事業者の接続料についても透明性を確保し、適正性を検証する仕組みを設けることが必要。

【電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの在り方 答申抜粋（平成21年10月）】

二種指定事業者については、今回、「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」が策定され、これに基
づき、接続料の算定及び算定結果の届出・公表等を行うこととなることを踏まえ、二種指定事業者以外の事業者について
も、二種指定事業者による取組と同様の取組を行うことが適当であり、検証可能性に留意した上で積極的な対応が求め
られる。

接続料算定の透明化に関するソフトバンクモバイル殿のスタンス

ソフトバンクモバイルからは、公正な接続料算定ルールが確立されれば、関連する情報の開示等を積極的に実施する考え
が示されている

同答申より抜粋

非指定事業者との接続料に関する協議状況

当社は、現在、非指定事業者に対して、接続料に関する具体的な算定根拠の提示を協議等で再三求めているが、全く応
じていただけない状況。
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29.34

15.66

24.30

28.80

32.4032.94
33.84

34.74
35.82

18.72

25.74

31.50

34.38

35.28
36.36

37.62

39.06

22.86

30.60

36.72

38.7039.0639.4239.7840.50

23.40

15

25

35

45

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

⑤ 携帯電話事業者間の接続料格差の拡大

（単位：円/3分）

注１：情報通信審議会 電気通信事業政策部会・接続政策委員会 合同ヒアリング（第1回：H21.3）事務局資料 及び 情報通信審議会電気通信事業政策部会 ブロードバンド普及促進のための競争政策委員会
（第1回：H23.5） 事務局資料をもとに作成

ソフトバンクモバイル殿（非指定）

ＫＤＤＩ殿（指定）

ＮＴＴドコモ殿（指定）

イー･アクセス殿

(非指定)

凡例

NTTドコモ

KDDI(au)

ソフトバンクモバイル

イー・アクセス

注２：ＫＤＤＩ殿・ソフトバンクモバイル殿・イー・アクセス殿は別途、中継事業者への接続料が必要

二
種
指
定
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
策
定

・非指定事業者の接続料と、ＮＴＴドコモ殿との接続料水準の格差が拡大。

《非指定事業者とＮＴＴドコモ殿との接続料水準比較》

○ソフトバンクモバイル殿の場合

平成21年度：1.26倍 ⇒ 平成22年度：1.46倍

○イー・アクセス殿の場合

平成21年度：1.00倍 ⇒ 平成22年度：1.49倍
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無料サービスの赤字を接続料で補填している懸念

・自社（自グループ）内通話を無料とするサービスを提供する事業者様は、無料サービスの赤字を他事業者に適

用する接続料で補填している懸念がある。

自社（自グループ）内通話の例

ユーザ料金：無料

ユーザ料金：無料

固定電話

携帯電話

携帯電話

同一会社内
／グループ内通話

ＮＴＴ東日本／西日本

他の固定電話事業者様

他のＶｏＩＰ事業者様

ＣＡＴＶ事業者様

他の携帯電話事業者様

ＰＨＳ事業者様

接続料で補填
している懸念

接
続
料
を
支
払
い

（参考６）

接続料で補填
している懸念

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 孫社長の発言 (平成20年3月期中間決算説明会)

ホワイトプランは、自社内通話や自社グループ間通話の利用者料金を無料とする一方で、
自社以外の携帯電話などから着信した場合に接続料をいただけるので利益を出すことができる。
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⑥ 固定電話発携帯電話着通話の着信側料金設定について

・着信側料金設定の場合、①お客様をかかえる発信側事業者が設定する通話料金に比べ割高、②発信者側の
お客様に通信料金が分からない（特に着信側の各携帯電話事業者が設定する通話料金の格差は大きく、お
客様に与える影響が大きい）といった課題がある。

・固定電話ユーザが負担している固定電話発携帯電話着料金の低廉化を促す仕組みの検討が必要。

固定電話網

発側のお客様が
通話料金を負担

携帯電話網

◆ 固定電話発携帯電話着

携帯事業者ごとの通話料金（3分・税抜）料金設定発信側の固定電話サービス

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾃﾚｺﾑ殿の直収電話
（おとくライン）

・対ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ
・対ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ以外

ＮＴＴ東西の加
入電話

・対ＮＴＴﾄﾞｺﾓ、ｲｰ・ﾓﾊﾞｲﾙ
・対ａｕ
・対ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ

ＫＤＤＩ殿の直収電話
（メタルプラス）

・対ａｕ
・対ａｕ以外発信事業者

発信事業者

発信事業者

（西）

着信事業者

（携帯事業者）

・対ＮＴＴﾄﾞｺﾓ
・対ａｕ、ｲｰ・ﾓﾊﾞｲﾙ
・対ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ

・対ＮＴＴﾄﾞｺﾓ、ｲｰ・ﾓﾊﾞｲﾙ
・対ａｕ、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ

発信事業者

（東）

※発信事業者が設定する通話料
金との格差は1.4倍～2.6倍

：４８円
：４６．５円※１

：７０円
：９０円
：１２０円

：５２．５円

：５１円
：５４円

：６０円

：４８円0036+電話番号
をダイヤル

そのまま電話番
号をダイヤル

0039+電話番号
をダイヤル

着信側事業者が設定
する通話料金は割高

お客様が、適用される
通話料金が分からない

≪通話料金≫

：４８円※２

：４６．５円※２※３

※１：「auまとめトーク」を利用する場合は無料。

※２：「一律料金プラン」の場合の料金。「通常プラン」「シンプルプラン」を

利用する場合は75円。

※３：法人ユーザの場合、「ホワイトライン２４」を選択すると、５００円の

定額料で無料。
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４．公正競争環境の検証・今後のドミナント規制の在り方

通信事業者だけでなく、政府、端末メーカ、アプリケーション・コンテン
ツプロバイダ、ＩＳＰ等がそれぞれどのような役割を果たし利活用促進
に貢献したのか検証が必要

ＮＴＴ東西には既に厳格な規制が課せられており、これ以上の新たな
規制は不要
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① ＩＣＴ利活用促進の貢献に関する検証

・「光の道」構想基本方針に示された３年後の包括的な検証を行う場合には、政府、アプリケーション・コンテンツ

プロバイダ、ＩＳＰ、ネットワーク事業者、端末メーカ等が各々どのように利活用促進に貢献したのか、例えば、

行政、医療、教育等の分野で、利活用促進に必要なアプリケーションが開発・導入されたのか等について、

他の先進諸国における利活用促進に向けた取組み状況を参考に検証を行うべき。

・利活用を阻害する規制等の見直し
・ 行政、医療、教育のＩＣＴ積極推進

魅力あるアプリケーション・
コンテンツの開発／配信

使い易いインターネット接続
の実現

使い易いサービスの提供

使い易い端末の開発・提供

Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
の
促
進

更
な
る
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
の
普
及

どのような貢献をしたのか検証プレイヤ 【果たすべき役割】

ＩＳＰ

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｺﾝﾃﾝﾂｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｺﾝﾃﾝﾂ
ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ

端末メーカ

ネットワーク
事業者

政府
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自治体が管理する資産情報のデジタル化状況
～ＩＣＴ利活用の前提としての情報デジタル化～

（出典）総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果（H22.4.1現在）」、法務省発表等

・自治体が管理する土地・インフラ資産等の情報デジタル化に遅れ。

※１：デジタル化済みの台帳の中には、単純に画像化されたものが含まれる。（データベースとして、加工・分析が困難）
※２：港湾管理者設置（国土交通省港湾局公表）の市区町村数（124）を分母として算出。

≪デジタル化整備状況（母数=1750市区町村）≫

・固定資産課税台帳

・公有財産台帳

・上水道台帳

・公共下水道台帳

・道路台帳

・農道台帳

・都市公園台帳

・林道台帳

・河川現況台帳

・港湾台帳

78%

33%

12%

41%

5%

4%

49%

53%

4%

26%※2

（課税対象の土地・家屋等）

（公営の学校、病院、住宅等）

（動・植物園、大型の広場等）

（路線名、幅員、距離等）

（ 〃 ）

（ 〃 ）

（配水管、給水管、メーター等）

（汚水管、雨水管、マンホール等）

（水系、延長、流域面積等）

（防波堤・防潮堤、水門等）

・戸籍

・住民基本台帳

（氏名、出生地、父母の氏名等）

（氏名、住所、性別、生年月日等）

約80%

約100%

デジタル化未完デジタル化完了※１

（参考７）
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② ＮＴＴ東西に課せられている厳格な規制

・公正競争条件は、これまで議論を重ねてきたことにより、十分整備されている。

・現状でも、ＮＴＴグループを対象として厳格な規制が課せられており、これ以上の新たな規制（ドミナント規制）

は不要。

※ 事業法及びＮＴＴ法改正（Ｈ23.6.1公布）の内容

【指定電気通信設備規制】

◆接続約款（接続料・接続条件）の認可制
・公表義務

◆接続会計の整理義務
◆網機能提供計画の届出・公表義務
◆スタックテストの実施

【禁止行為規制】

【指定役務規制（サービス規制）】

◆指定役務の保障約款の届出制、提供義務
◆特定電気通信役務のﾌﾟﾗｲｽｷｬｯﾌﾟ制
◆会計（指定役務損益明細表）の整理・公表
◆指定役務と非指定役務とのﾊﾞﾝﾄﾞﾙ

料金の禁止

ＮＴＴ東日本
ＮＴＴ西日本サービス範囲に

対する規制
ユーザサービス・料金に

対する規制

グループ会社間での
連携に対する規制

接続料・アンバンドルに
対する規制

◆接続情報の目的外利用の禁止
◆各事業者の公平な取扱い
◆設備製造業者・販売業者の公平な取扱い
◆特定関係事業者（ｺﾑ）との間のﾌｧｲｱｳｫｰﾙ
◆委託先子会社の監督義務※
◆接続情報の適正管理等の体制整備※

【業務範囲規制】

◆目的達成業務の認可制
◆活用業務の認可制

届出制に
見直し※

【競争セーフガード】

主要国では、光ブロード
バンドにアンバンドル義
務なし

主要国では、グループ
でのバンドル料金を自
由に設定

主要国では、放送事業
に自由に参入

ＥＵではブロードバンド
サービスのユーザ料金
は非規制
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５． 線路敷設基盤の開放による設備競争の促進

線路敷設基盤のオープン化は十分進展しており、引き続き、利用し
やすい環境づくりに努めていく

国や自治体においても、より一層の道路占用許可手続の簡素化・
効率化等をお願いしたい
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（出典）
グローバル時代におけるICT政策に関するタスクフォース
「過去の競争政策のレビュー部会」「電気通信市場の環境変化への対応検討部会」
ジュピターテレコム殿事業者ヒアリング資料 H22.11

① 当社の線路敷設基盤のオープン化は十分進展

・線路敷設基盤のオープン化は十分進展しており、引き続き、利用しやすい環境づくりに努めていく。

線路敷設基盤を持たないＣＡＴＶ
事業者も、業界全体での世帯

カバー率は約９０％

意欲があれば、線路敷設基盤を
持たない事業者でも、現在の環
境下で自前ネットワークを構築す
ることが十分可能

当社としては、更なる手続きの簡
素化等、より利用しやすい環境づ
くりに努めていく
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当社の電柱オープン化へのこれまでの取り組み

提案内容を踏まえたトライアル状況
（東京目黒区・大阪豊中市 ：H17.9～H18.11）

■手続きの大幅な短縮化

ケーブル

光引込線

1ヶ月以内

1ヶ月以内

１０営業日

１営業日

＜従来＞ ＜トライアル後＞

短縮

短縮

■試行の実績

■ 当社は、新たな添架ポイントの開

放や電柱添架手続きの簡素化等

について提案させていただいてお

り、具体的なご要望をいただけれ

ば、本格実施に向けて検討してい

く考えです。

添架申請数 添架可否

ケーブル等 １７６本
全てＯＫ

引込線 １本

（参考８）

総務省検討会における当社からの提案内容（H17.5）

■利用し易い高さでの提供

■申請書類を大幅に省略し、必要な情報をタイムリーに提供

● 引込線申請の簡素化
● 個別契約締結手続きの省略
● 工法・物品仕様確認の簡素化
● 申請様式の見直し
● 私有地等使用承諾確認の簡素化 等

● 添架可否回答通知の簡素化・迅速化
● 着工届提出方法の簡素化
● 電柱情報の開示
● 柱上接続の開通工事時の立会い省略
● 接続申込時の電柱位置確認の簡素化

新たな添架ポイント（より使い易い高さ）

5.8m

6.1m

6.4m

6.7m

ＮＴＴ
ポイント

電力保安通信線

一般添架
ポイント
（CATV・電気通信事業者等）

5.5m

（総務省検討会での取り組み事項）

ＣＡＴＶ事業者

電気通信事業者

5.5m

5.8m

6.1m

6.4m

6.7m

ＮＴＴ

（東京都練馬区内）

※

（※西のみ、一般添架ポイントに空きがない場合に限り5.5ｍ直下も開放）

新たなポイント

■ 光引込線に係わる電柱添架手続きの簡素化等に関する検討会での提案、及びトライアル状況
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・国や自治体においても、より一層の道路占用許可手続の簡素化・効率化等をお願いしたい。

①道路・河川の占用許可手続きのweb化ならびに様式の統一化
・現在一部区域を除き、道路管理者等に申請の都度書類を持参しているため、web化の推進が必要。

・また、様式 が道路管理者等で異なっており、運用上手間を要していることから、統一化を図っていただきたい。

②河川区域における占用許可の期間短縮化
・現在、道路の占用許可は概ね2週間以内に許可をいただいているが、河川では1ヶ月程度かかっていることから、河川につ

いても道路と同様に占用許可の期間を短縮化していただきたい。

② 国や自治体における道路・河川の占用許可手続きの簡素化・効率化

申請に要
する事務
処理時間

約３～６時間

Ａ自治体様式

Ｂ自治体様式

Ｃ自治体様式

①道路・河川の占用許可手続きのweb化・様式の統一化 ②河川区域における占用許可の期間短縮化

約１．５時間

【道路】【河川】【書面(現在)】 【web化・様式統一化】

申請～
許可の
期間

・書類作成：約２時間
・移動：約１～４時間

・書類作成：約1.5時間
・移動：０時間

約１ヶ月 約２週間以内

通
信
事
業
者
が
作
成
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６．固定事業者の接続料の逆ざや問題

固定電話事業者の接続料について透明性・適正性を検証する仕組みを
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・指定事業者と非指定事業者の接続料水準差の問題については、二種指定制度の運用ガイドライン制定にあ
たって、「固定通信市場を含め、段階的に対応することが適当」と整理されたが、一部の非指定事業者との間
では逆ざや問題が依然として発生。

・協議を通じても具体的な算定根拠の開示等がなされず、事業者間の自主的な取り組みだけでは、非指定事業
者の接続料の適正性の向上が期待される状況にない。

・したがって、固定電話事業者の接続料について透明性を確保し、適正性を検証する仕組みが必要。

ＮＴＴ東日本 一部の接続事業者

直収・携帯均一
の接続料

５．７１円※

ひかり電話 直収電話等

当社加入電話と
同一接続料

６．９６円※

※平成22年度接続料（3分あたり） ※平成22年度接続料（3分あたり）
※提示水準

依然として
逆ざやが発生

固定事業者の接続料の逆ざや

（注）ひかり電話指定設備化以前
（平成２０年度まで）は相対取
引により、接続事業者の接続
料水準と同額に設定が可能
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７． より安心・安全なネットワーク作りに向けた
競争環境の整備

安心・安全なネットワークの構築・維持に向けた取り組みを後押しする
競争政策を
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水没・流失・損壊
蓄電池容量枯渇

【携帯電話基地局】

×

ＮＴＴビル

×

ケーブル切断
管路破損

ＮＴＴビル

×
×

××

1

2

×

商用電力電柱倒壊
ケーブル切断

3

① 東日本大震災の被災状況について

・大規模地震・大津波により、多くの通信用建物・設備が被災。

・商用電源断の長期化に伴う蓄電池枯渇により、更なる被害の拡大。

×
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気仙大橋

≪岩手県 鵜住居ビル≫
≪宮城県 北上ビル≫

≪岩手県 陸前高田エリア≫
≪宮城県 気仙沼エリア≫

≪岩手県 気仙大橋≫

被災状況（ＮＴＴ東日本）

■中継伝送路

・９０ルート切断※

※原発エリアを除く

■架空ケーブル流出、損傷

・沿岸部で６，３００ｋｍ

■電柱流出、折損

・沿岸部で６．５万本

■通信建物

・全壊：１８ビル

・浸水：２３ビル

（参考９）
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・被災県に設置した当社現地対策本部が、自治体の災害対策本部等と連携を密にし、被災地ニーズを把握。こ

の情報をもとに、緊急度の高い重要通信の復旧を順次実施。

・津波被害が特に大きかったエリアについては、伝送路の仮復旧、他通信ビルへの収容替えや応急復旧用の可

搬型通信設備の設置などの工夫により、まず重要拠点をピンポイントで復旧。次に、建物・通信設備、更にはア

クセス区間の応急復旧等により面的な復旧を実施。

② 復旧に向けた取り組み

通信ビル修復
再利用可能なビルは、瓦礫撤去、清掃し、建物内の仮修繕を実施

損壊の激しいビルは、ＢＯＸを設置

電力設備取替
新たな電力設備（受電盤、整流器、バッテリ）を仮設置

移動電源車、発動発電機の活用による電源仮復旧

他局収容
原局の被災が大きく、そのままでは利用が困難な場合においては、他局か

らの張り出し装置を設置

通信設備修復 在庫品、計画工事での使用予定の物品を転用し、新たな通信設備を設置

ビ
ル
復
旧

伝送路確保 被災箇所の接続や、仮架空の迂回ルート新設等による応急復旧

アクセス区間の面的復旧

専用線等の復旧により社会インフラ復旧を優先（自衛隊・空港・鉄道等）

在庫品、計画工事での使用予定の物品を転用し、メタル・光ケーブルを応

急敷設

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

切断箇所の接続

迂回ルートの新設

３１ルート

４２ルート

ビル補修

ＢＯＸ設置

受電盤

整流器

バッテリ

交換機

ＩＰ設備

専用設備

ＲＳＢＭ­Ｆ

電柱

ケーブル

（メタル４００ｋｍ/光４００ｋｍ）

３，６００本

８００ｋｍ

復旧内容復旧方法 工程量

２９ビル

４ビル

２１ビル

２１ビル

３３ビル

８ビル

１５ビル

１７ビル

８ビル

２１装置

２５装置

６９装置

９装置

６８装置

３３装置

１３装置

※工程量は４月２６日時点
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宮城県 志津川ビル

津波により、建物が大きく損壊するとともに、電力設備・通信設備とも浸水。

こうした中、行政から通信サービスの早急復旧要望があったため、他ビルから通信設備（ＲＳＢＭ-Ｆ，ＯＬＴ）

を張り出して設置することで、通信サービスを復旧（行政：４/１、その他エリア：４／２６） 。

南三陸町の中心部は甚大な被害建物は残っているものの、内部の損傷が激しく、利用困難な志津川ビル

※RSBM-F ： Remote Subscriber Module-Feeder Point  メタル回線を多重化して光ファイバでNTTビルへ接続する装置のこと
OLT       ： Optical Line Terminal  光回線を終端する装置であり、避難所内に暫定設置。その後、近隣にＩＰ－ＢＯＸを設置

【ＳＴＥＰ２ （メタル）】

ＲＳＢＭ-Ｆ※を発動発電機で給電

各エリアの加入者ケーブルに
つなぎ込み電話サービスを復旧

【ＳＴＥＰ２ （光）】

ＯＬＴ

ＯＬＴ※から各エリアまで光ケーブル
を敷設し、面的に光サービスを復旧

避難所内に暫定
設置したＯＬＴ

南三陸町仮庁舎
（避難所）

【ＳＴＥＰ１】

： 既設ケーブル
： 新設ケーブル
： メタルのお客様
： 光のお客様

南三陸町の被災エリア外の通

信サービス復旧のため、被災し

た志津川ビルの代わりに、気

仙沼ビルから通信設備を張り

出して設置

救済エリア

被災エリア

気仙沼ビル

南三陸町仮庁舎
（避難所）

志津川ビル

ＯＬＴ

×２
ＲＳＢＭーＦ

ＲＳＢＭーＦ

ＲＳＢＭーＦ

復旧の事例 （１）（参考１０）
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復旧の事例 （２）

《被災した七ヶ浜ビルの様子》

※津波によりビルごと流出

５００m離れた所に流出

【復旧措置のイメージ】

※ＳＢＭ ： Ｓｕｂｓｃｒｉｂｅｒ Ｍｏｄｕｌｅ （公衆回線・専用回線等を収容し，多重化して光ファイバでＮＴＴビルへ接続する装置 ）

《町役場 等》

ＳＢＭ-ＢＯＸ

： 既設ケーブル
： 新設ケーブル

七ヶ浜ビル×
×

既存の更改・新設計画を中断することにより、利用を予定してい
た装置を転用し、新たに設置

ＩＰ-ＢＯＸ
新たに回線を敷設し、

既存ケーブルと接続

七ヶ浜ビルはビルごと流出したことから、当ビルの跡地にＳＢＭ-ＢＯＸおよびＩＰ-ＢＯＸ（屋外設置型回線

収容装置）を設置することにより、通信サービスを復旧。

宮城県 七ヶ浜ビル

（参考１１）

塩釜ビル
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福島県 磐城富岡ビル

福島第一原子力発電所から半径２０ｋｍ～３０ｋｍエリアをカバーする機能停止ビルを回復するために、

約１０ｋｍ地点にある磐城富岡ビルの機能回復が必要となっていた。

このため、東京電力・東北電力の協力を得て電力を回復するとともに、磐城富岡ビルの復旧作業を実施

し、機能停止ビル６ビルを回復（５ビル：４/１３ １ビル：４/１６）。この結果、携帯電話の基地局用回線も

一部回復。

《磐城富岡ビルにおける作業の様子》

放射線管理技師を帯同し、防護服を着用の上、

作業を実施

福島第１原発

磐城富岡
福島第2原発

楢葉

大熊
緊急時避難準備区域

（4/22～）

屋内退避指示
半径20-30km
（4/22より解除）

浪江

いわき双葉

葛尾

※白抜き文字が復旧した６ビル

半径20km
避難指示区域

(4/22より警戒区域)

いわき広野

いわき川内

いわき津島

計画的避難区域
（4/22～）

（参考１２） 復旧の事例 （３）
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本格復旧

Ｈ２３．４応急復旧

更なる

信頼性向上

・本格復旧に向けた取り組みを通して、被災地における信頼性レベルを震災前に復旧させるとともに、被災地復

旧にあわせ、今後拡大する生活圏の需要に対応する等、安定した通信サービスの提供を目指す。

・更に、今回の震災を踏まえた『通信ネットワークの更なる信頼性向上』施策を全国エリアで進めるよう検討する。

Ｈ２４．３

フェーズⅠ Ｈ２３．７

<仮設置した電力設備を本格復旧>

フェーズⅡ

■ 通信ビルの整備

・外壁や窓の修復、空調設備新設 等

■ 中継伝送路の２ルートを確保

・切断箇所の接続 等
<空調設備を新設するとともに

ベニヤから本格壁に取替え空調効果を確保>

■ 設備を震災前の信頼性レベルに復旧

・ビル損壊に対応し設置したＢＯＸへの伝送路の地中化・セキュリティ確保 等

・応急復旧設備（仮架空ケーブル、他局収容等）の解消

・電力設備の本格対処（劣化バッテリ取替え、電力室への移設等） 等

■ 被災地復旧にあわせ拡大する生活圏への対応（被災エリアでの需要対応等）

■ 今回の震災を踏まえた信頼性向上施策を全国エリアに展開

・広域災害を踏まえた中継伝送路の信頼性向上

・ネットワーク機能分散による信頼性向上（被災時の更なる早期復旧の実現等）

・アクセス設備における重要ルートの地中化、地下からの引き上げ区間の被災対策

・通信ビルの防水対策の強化 等

③ 本格復旧に向けた取り組み
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沿岸部被災時にも、新ルートを用いて通信が確保できるよう、中継伝送路を見直し、内陸の迂回ルート確保、

小ループ化にて信頼性向上を図る。

津波により被災した橋梁・架空区間においては、河川下越し管路・地下化・迂回ルートの構築を行う。

岩手宮城

新ルート 中継ケーブル切断箇所既設ルート ＮＴＴビル 新設伝送路

≪凡例≫
ＡビルからＢビルへの通信

Ｂビル

Ａビル
Ｂビル

Ａビル

津波による流出・水没箇所既設伝送路

地下化
河川下越し

地下化
河川下越し

地下化
河川下越し

地下化
河川下越し

①

②

①
②

②

①

①

②

被害状況

被害状況
被害状況

被害状況

地下化

河川下越し管路

本格復旧の事例 （１）（参考１３）
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本格復旧の事例 （２）

ビルが浸水や全壊、もしくはビルごと流出してしまったエリアにおいては、地盤沈下が進んでいるエリアも

あることから、当該エリアにおいては通信建物を高台に設置するなどにより、信頼性の向上を図る。

用地折衝を含め、より安全性の高い場所での通信建物設置に向け対応策を検討中

津波による水没エリア
（地盤沈下している場合あり）

高台等、安全性の高い場所へ移設

（参考１４）
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④ 災害時におけるＩＰネットワークの活用

・災害時における多様な情報連絡手段の確保の観点から、引き続きＮＧＮの利用促進を推進。

・今後、ＩＰ網の構築・展開にあたって、より安心・安全なネットワークづくりを検討。

中継ルータ

収容ルータ

ＮＧＮは広帯域・大
容量のネットワーク
であり、音声通話は、
最優先クラスとして
優先的にネットワー
クリソースを利用

メール ブログ twitter

通信回線や通信
装置を冗長化

ＰＳＴＮにはないメールやブログ、ｔｗｉｔｔｅｒ等のＳＮＳといった
多様な情報連絡手段の利用が可能

ＮＧＮ

ＳＩＰ

ＩＰ電話 映像
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⑤ 東日本大震災を踏まえた競争環境の整備

◆設備競争による通信インフラ・サービスのリダンダンシー（冗長性）が災害時の通信
確保・早期復旧に有効。すなわち、安心・安全な通信インフラを整備していくため
には、複数の設備構築事業者による多種多様なサービスが提供されていることが
重要。当社としても、引き続き、安心・安全なネットワークの構築・維持に取り組ん
でいく考え。

◆迅速な修理・保守等、サービスの信頼性レベルを確保するためには、アクセスとネッ
トワークはエンドエンドで運営することが必須。

◆こうした安心・安全に向けた取り組みが、お客様の安心感を醸成し、ブロードバンド
サービスの普及促進につながるものと認識。

◆政府においては、設備構築事業者による安心・安全なネットワークの構築・維持に
向けた取り組みを後押しする競争政策を検討していただきたい。

具体的には、

・投資インセンティブを損なわないよう、かかったコストは確実に回収できる仕組み

・多様な情報連絡手段を低廉に確保できるＩＰネットワークの構築に、支障をきたさ
ない仕組みづくり

・アクセスとネットワークを一体的に運用できる体制の堅持


